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１ 調査の概要と基本属性 

 本稿では、1998 年夏に日本助産婦会がお

こなった全国有床助産所調査の集計結果を

報告する。本調査は、日本助産婦会会員の

うち有床助産所開設者として登録されてい

る337名に対して郵送調査を実施したもの

である。回収数は 139 票、うち回収後に有

床助産所ではないことが判明したものが

10 票あるため、集計の母集団は 129 サン

プルである（有効回収率 38.3％）。 

調査項目は、開設・新改築年、施設・備

品、業務内容、実績、入院費用、税制・業

務活動に関する意見である。本稿において

は、単純集計の結果と全体に関する若干の

考察をおこなう。 

まず、対象者の基本属性から述べると、

都道府県別、市郡別の対象者の所在地（な

いし施設の所在地）は表１・２の通りであ

る（都道府県別所在地の詳細については表

を省略）。 

 所在地を都道府県別にみた場合に割合の

高いものから順に５つあげると、愛知県

（12％）、

大 阪 府

（11％）、

東 京 都

（９％）、

静 岡 県

（６％）、

神奈川県

（５％）

であった（表１）。こ

の５都府県で全体の

43％を占めて

いる。都道府県

別の所在地を全

国の助産所標榜

施設の分布と比

較すると、本調

査のサンプルは

多少偏りがある

ことがわかる（表省略）1。市郡別にみると、

市部が 87％、郡部が 13％であった。 

設立年は表３の通りである。設立年を 10

年きざみのコーホート別にみると、

1990-1998 年の設立が 32％であり、もっと

も割合が大きいことがわかる。次に割合が

大きいのは、1950-1959 年、1960-1969 年

であった（ともに 19％）。対象者の年齢お

よび開業年を調査していないので即断はで

きないが、この結果は、昭和 30 年代前後

に開業したものが現役世代として現在に至

っていることと、近年みられる助産所開設

の増大を反映しているのかもしれない。 

 

２ 施設・備品 

施設に関しては、施設の室数および各室

の床面積を、備品に関しては 10 項目に関

してその有無をたずねた。 

総室数は、５～８室が 65％ともっとも割

合が高かった（表４）。以下、各室の傾向を

簡単に述べる。分娩室、健診室、陣痛室は

それぞれ有無と床面積をたずねたが、実際

の回答はパーティシ

ョンで区切ったり兼

用で使用していると

の回答が多く、３室

ともありと回答した

のは全体の 33％で

                                                 
1 厚生省児童家庭局母子保健課監修・財団法人母
子衛生研究会編『母子保健の主なる統計』121頁
（母子保健事業団発行、1997年）による都道府県
別助産所標榜施設と比較した。 

表１　都道府県別所在地

（上位５都道府県）　　N=129
n 全体に占め
る割合（％）

愛知県 15 11.6
大阪府 14 10.9
東京都 12 9.3
静岡県 8 6.2
神奈川県 7 5.4

表２ 市郡別所在地 
 n ％ 
市部 112 86.8 
郡部 17 13.2 
N=129 

表３ 設立年  N=113 
年 n ％ 
1920-1929 1 0.9 
1930-1939 1 0.9 
1940-1949 6 5.3 
1950-1959 21 18.6 
1960-1969 21 18.6 
1970-1979 14 12.4 
1980-1989 13 11.5 
1990-1998 36 31.9 
 

表４ 総部屋数 
室数 n ％ 
１～４ 19 14.8 
５～８ 84 65.1 
９～12 22 17.1 
13～16 4 3.2 
N=129 



あった。床面積の平均は、分娩室、健診室、

陣痛室の順に 13.7㎡（SD=6.06）、12.6㎡

（SD=5.36）、11.5 ㎡（SD=4.18）である

（兼用を含む）。 

褥室数は２部屋（31％）、３部屋（25％）、

４部屋（20％）の順で割合が高い（表省略、

平均値 3.04、最小値１、最大値９）。褥室

の床面積は、平均 11.9 ㎡であったが、褥室

の 13％が 15 ㎡以上、５％が 20 ㎡以上で

あったことは、２人部屋ないし予備室とし

て柔軟に使用されていることをうかがわせ

る。 

備品については、血圧計、オートクレー

ブ、超音波診断装置、分娩監視装置、カウ

ント・ドップラー、ミノルタ、総ビリルビ

ン計測器、インファント・ウォーマー、ビ

リーベッド（光線療法ベッド）、ワラビー（光

線療法機器）の有無をたずねた。 

表５で示したように、血圧計、超音波診

断装置、カウント・ドップラー、ミノルタ

は、半数以上が設置していると答えており、

これらの機器はかなり普及していることが

わかる。 

また、全体の 34％が分娩監視装置とカウ

ント・ドップラーをともに設置していると

答える一方、16％がともに設置していない

と答えた。また、全体の 44％がミノルタと

総ビリルビン計測器をともに設置していな

いと答える一方で、９％がともに設置して

いると答えている。光線療法に関する機器

２項目については、78％がともに設置して

いなかった。10 項目中設置している備品の

総数の平均は 4.22であった。 

 

３ 業務形態 

業務に関しては、入院分娩、出張分娩、

産褥入院、乳房管理、保健指導についてそ

れぞれ、おこなっているかどうかをたずね

た。その結果は表６の通りである。また、

その他におこなっている業務に関しても自

由記述方式で回答を求めた。 

入院分娩は全体の 98％がおこなってい

ると答えたが、出張分娩をおこなっている

のは 63％、産褥入院は 74％であった。産

褥入院と出張分娩をともにおこなっている

ものは全体の 50％であった。 

その他の回答としてあがったものの多く

は、母親学級・両親学級の運営ないし講師

としての業務であり、助産所が地域に密着

していることをうかがわせる。 

 

４ 実績 

実績に関

しては、平

成９年４月

１日から平

成 10 年３

表５　備品有無 （％）

あり なし

血圧計 97.7 2.3
オートクレーブ 48.8 51.2
超音波診断装置 55.8 44.2
分娩監視装置 39.5 60.5
カウント・ドップラー 78.3 21.7
ミノルタ 53.5 46.5
総ビリルビン計測器 10.9 89.1
インファント・ウォーマー 13.2 86.8
ビリーベッド（光線ベッド） 15.5 84.5
ワラビー（光線機器） 9.3 90.7
N=129

表６  業務形態  
 （％）  
 n  あり  なし  
入院分娩  128  98.4 1.6  
出張分娩  127  63.0 37.0  
産褥入院  128  74.2 25.8  
乳房管理  128  98.4 1.6  
保健指導  128  96.9 3.1  
 

表７　分娩実績 　　　（％）

n
０例 １ ～

30例
31 ～
60例

61 ～
90例

91 ～
120例

121 ～
150 例

151 ～
180 例

181 例
～

全体 121 3.1 42.1 26.4 9.1 8.3 5.0 1.7 4.1
市部 104 2.9 39.4 28.8 8.7 9.6 5.8 1.0 3.8
郡部 17 5.9 58.8 11.8 11.8 - - 5.9 5.9



月 31 日までの１年間の分娩数、産褥入院

数、分娩時の母体搬送数、分娩時の新生児

搬送数についてたずねたが、今回の報告で

は分娩数を報告する。結果は、表７の通り

である。 

分娩数の平均は 53.0であるが、最小値０、

最大値 260 と範囲が非常に大きかった。こ

れを 30例ごとのカテゴリーで集計すると、

１～30 例が全体の 42％ともっとも割合が

高い。次に高いのは 31～60 例で 26％であ

り、この二つのカテゴリーで全体の 69％を

占めていた。分娩数を所在地の市郡別に集

計したところ、統計的に有意な水準で市部

の方が郡部よりも分娩数が高かった。また、

分散も大きい傾向がみられた。 

地方別にみると、北海道地方は全体の平

均より非常に高く、分散が小さい。それに

対して、東北地方、関東地方は全体の平均

よりやや高く、分散が非常に大きかった。

また、中部地方、中国地方は、平均が低く

分散も小さく、一方、近畿地方、四国地方、

九州沖縄地方は、平均がやや低く、分散も

やや小さかった。 

また、10 年きざみの設立年コーホートで

みると、設立年コーホートと分娩数は統計

的に有意な関連はなかったものの、1940～

1949年、1950 年～1959 年、1960 年～1969

年のいわゆるベテランコーホートは、1970

～1979 年、1980 年～1989 年、1990

～1998 年のいわゆる若いコーホー

トよりも分散が大きいことがわかっ

た（ヒンジ幅）。設立年の割合が大き

く二つの山に分かれることとあわせ

てこの結果を考えると、一般に実感

されている、「ベテラン開設者」と

「近年の新たな開設者」という二つ

の層の存在が示唆されよう。 

こういった設立年による分娩数の

分散の違いは、助産所のキャリアの多様性

（時間の経過にともなって、助産所のあり

ようがますます多様化していくこと）の要

因を考察する意義を、改めて提起するもの

であるといえる。今後、縦断的研究によっ

て助産所の実態がより明らかになることが

切に望まれる。 

さらに、市郡の別、産褥入院数、備品数、

入院分娩費用、施設規模（総室数、褥室数）

との関連をみたが、相関があったのは市郡

の別、総備品数、産褥入院数、総部屋数、

褥室数であった。（総備品数、総部屋数、褥

室数は１％水準でそれぞれ 0.418、0.417、

0.361、産褥数は５％水準で 0.252）。市郡

の別との相関は、市郡の出生数の違いを反

映しているのか、それとも他の原因、例え

ば市郡によって出産場所選択の構造が異な

る傾向があるのか（市部出生数の 1.0％が

助産所に対し郡部は 0.8％2）。施設規模、

備品の設置が、助産所の業務の類型の一つ

の指標となるならば、どのような指標なの

だろうか。設立年は、対象者の拡張や、開

業年、母親等の助産婦経験の有無などの項

目の拡張を図っても相関がないのだろうか。

これらの疑問に関しては、対象者と調査項

目の拡張を図った上でぜひとも検討を試み

たい。 

産褥入院数の実績、分娩時の母体搬送数、

新生児搬送数については、表８にあげた。 

                                                 
2厚生省児童家庭局母子保健課監修・財団法人母子
衛生研究会編『母子保健の主なる統計』45頁（母

表８　入院分娩数・産褥入院数

および分娩時母体搬送数・新生児搬送数

n ０例の割合 平均値

入院分娩数 121 3.3 53.0
産褥入院数 89 37.1 2.7
母体搬送数 115 46.1 1.4
新生児搬送数 115 60.9 0.8
入院分娩数は、業務内容で入院分娩なしと答えたものをのぞく。
産褥入院数は、業務内容で産褥入院なしと答えたものをのぞく。
母体搬送数、新生児搬送数は業務実績のうち分娩数が０例のもの
をのぞく。



産褥入院を業務としておこなっていると

答えたもののうち、実際に平成９年４月か

ら平成 10 年３月までの１年間に産褥入院

があったのは 63％で、そのうち 57％が１

～２例であった。 

分娩時の母体搬送数は、分娩数が０例の

ものをのぞいたとき、全体の 46％がなかっ

たと答えた。母体搬送数の平均値は 1.4で

あり、１例でもあったと答えたと答えたも

のの平均値は 2.7であった。 

新生児搬送数は同じく分娩数が０例のも

のをのぞいたとき、全体の 61％がなかった

と答えた。新生児搬送数の平均値は 0.8で

あり、新生児搬送が１例でもあったと答え

たものでみると平均値は 3.5であった。 

 

５ 入院費用 

本調査では、分娩で６日間入院した場合

の費用と、産褥入院した場合の１日の費用

をたずねた。 

入院分娩費用、産褥入院費用は、助産婦

会の規定によると付記された回答も散見さ

れたが、実際にはある程度のばらつきがみ

られた。 

入院分娩６日間の費用は、全体の 65.0％

が 30 万円以上 40 万円未満であった

（N=120、入院分娩をおこなっていないも

のおよび入院分娩費用不明をのぞく）。次に

割合が高いのは、20 万円以上 30 万円未満

（31.7％）であった（そのほかは、10 万円

以上 20 万円未満 2.5％、40 万円以上 50 万

円以下 0.8％）。 

産褥入院した場合の１日あたりの費用3

                                                                      
子保健事業団発行、1997年）による。 
3 ただし、この場合の産褥入院費用は、市区町村

は、全体の 40.7％が２万円以上２万５千円

未満であった（N=86、産褥入院をおこな

っていないものおよび産褥入院費用不明を

のぞく）。次に割合が高いのは１万５千円以

上２万円未満（29.1％）であった。そのほ

か、１万円未満は 6.9％、２万５千円以上

は 7.0％であった。 

入院分娩費用、産褥入院の記述統計量は

表９の通りである。 

入院分娩費用費用の差と関連する要素は

何かを探索するため、市郡の別、設立年、

分娩数、施設規模（総室数、褥室数）、備品

数との相関をみた。予想に反して、市郡の

別、設立年、分娩数、施設規模との相関は

みられず、備品数と有意な相関を示した

（0.335、p<0.01）。産褥入院費用も同様に、

市郡の別、設立年、分娩数、施設規模（総

室数、褥室数）との相関はみられず、備品

数と有意な相関を示した（0.289、p<0.01）。

分娩数も備品数と相関を示していたが、も

ちろんこの二つの項目に因果的な関係を想

定することは妥当ではないにしても、本調

査に含まれる項目の中では、助産院の類型

の一つの側面の指標となるようである。こ

の点に関しては、妊産婦の属性、従業員数、

従業員の構成など業務の運営・経営に関す

る項目が拡張されればさらに分析すること

が可能であると予想されよう。 

 

６ 施設の新改築 

全体のうち施設の改築をおこなった経験

があると答えたのは 30.2％であった（39

名）。うち２名は２回の改築を経験していた。 

                                                                      
の補助金を差し引いた褥婦負担額ではなく、助産
所が規定している費用を指している。 

表９　入院分娩費用および産褥入院費用 　　　単位：万円

N 平均値 中央値 標準偏差 最小値 最大値 Q1 Q2 Q3
入院分娩６日間費用 120 30.5 30.0 4.4 10.0 41.5 28.6 30.0 33.5
産褥入院１日費用 86 1.7 1.8 0.5 0.4 2.5 1.5 1.9 2.0
入院分娩費用は、業務内容で入院分娩なしと答えたものおよび入院分娩費用不明をのぞく。

産褥入院費用は、業務内容で産褥入院なしと答えたものおよび産褥入院費用不明をのぞく。



改築時期を

10 年きざみの

カテゴリーでみ

ると、新改築を

おこなったものの 53.8％が 1990 年以降に

改築をしていた（そのほか、1950 年～59

年が 2.6％、1960～69 年が 7.7％、1970～

79年が20.5％、1980年～89年が15.4％）。

改築の時期は設立からの経過年数に依存す

ると思われるため、設立から改築までの経

過年数をみたのが表 10 である。 

調査では、平成５年以降に新築したもの

に対して、土地面積、土地費用、建築費用、

備品費用をたずね、26 名の有効回答を得た。

自宅用地に助産所を新築するなど、それぞ

れの項目には個々の状況があり、今回の集

計をもって新築時の経済的側面を判断する

ことはできないとしても、おおよその状況

は把握できるものと思われる。上記のよう

な個々の状況を鑑みて、土地費用、建築費

用、備品費用の合計を集計した。総額は、

最小でも 2,350 万円、最大では１億 7,800

万円にものぼっており、平均すると 7,100

万円あまりと、助産所の経営規模（従業員

等）、収入、経費については不明であるにし

ても、かなりの経済的負担が予想されよう。 

費用の細目が判明しているものに関して

集計した結果が表 11 である。土地費用、

建築費用、備品費用の平均値はそれぞれ

3,524、3,676、343（万円）であった。 

 

７ 税制・助産所活動 

そのほか、調査では税制、助産所活動に

関して自由記述をもとめた。 

税制に関する意見で多かったのは、医師

の優遇税制に準じてほしいとの意見、また、

光熱費や給食費など、経費が持ち出しにな

りがちであることであった。 

助産所活動に関する意見で多かったのは、

産褥入院の行政による助成の充実、健診無

料券の使用、嘱託医師制度の改善、救急搬

送システムの改善、新生児訪問時の駐停車

場確保を求める意見、加齢や経営資金増な

どの経営不安の訴えであった。 

 

８ 終わりに 

筆者の関心は、出産の歴史的な変化にあ

るが、とくに助産所に関しては、病院・診

療所との比較で一括して論じられがちな助

産所の多様性を、助産婦のキャリアという

個人の歴史、地域社会やそれを取りまく社

会制度、社会システムなどの歴史から、明

らかにすることにある。現在の助産所の多

様性ないしいくつかの類型については、本

調査の結果から示唆されることが多い。今

回、調査を集計・分析する機会を与えて下

さった日本助産婦会に感謝する次第である。 

また、現時点での多様性を説明するよう

な、助産所のキャリア・パターンないし時

間に伴う分化の経路の解明については、縦

断的な調査に期待せざるを得ない。この点

からも、今回のような調査が今後も継続さ

れることを切に願う。調査の結果がフィー

ドバックされることによって、助産所に携

わる助産婦の方々の見取り図づくりの参考

になればなお幸いである。 

表 10　設立から新改築までの経過年数 　　　（％）

N 0～９年 10～19年 20～29年 30～39年 40～49年 50～59年
38 31.6 10.5 21.1 23.7 10.5 2.6

設立年不明をのぞく。

表 11　新築時の費用 　　単位：万円

N 最小値 最大値 平均値

土地費用 17 300 8,530 3524
建築費用 16 380 12,000 3676
備品費用 25 50 1,000 343


